
【単位：円】

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
⑤成果目標に対する実績

2
公共交通事業者緊急
支援事業

地域振興課

①物価高が続く中、原油価格や物価の高騰、またエネルギー価格の高騰など
の影響を受けている公共交通事業者を対象に、市民生活に必要な地域公共交
通の確保維持を目的とした支援（補助金の交付）を実施する。
②補助金
③○バス事業者
　　・路線系統1系統当たり100,000円
　　・対象路線系統23系統
　　∴100,000円×23系統＝2,300,000円
　○タクシー事業者
　　・専業用自動車・10台未満…3事業者×100,000円＝300,000円
　　・専業用自動車・20台以上…1事業者×250,000円＝250,000円
　　∴550,000円
　合計　2,850,000円
④・市内の路線系統を有するバス事業者：2事業者
　 ・市内のタクシー事業者：4事業者
⑤事業継続路線数・事業者数
　 ・バス事業者：2事業者（路線系統：23系統）
　 ・タクシー事業者：4事業者
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新型コロナウイルス感染症
の影響が長期化し、さらに
燃油価格等の高騰の影響
を受け、交通事業者は引き
続き不安定な経営を余儀な
くされており、この度の支援
事業により急速的な社会構
造の変化に対応しつつ、持
続的な公共交通の運行が
可能となった。

千葉県が行った公共交通
事業者への支援金制度を
参考に行ったため、県に準
じた内容で適切な支援事業
を行うことができている。

 
本事業については、コロナ
禍で大きな影響を受けてい
る公共交通事業者に迅速
かつ的確に支援金を支給で
きたものと考えている。

2,850,000     2,850,000     2,850,000         R6.1.19 R6.3.7

合　　　計 67,765,451   67,765,451   67,765,451       

総事業費 交付金
充当額

交　付　金
対象事業費№

実施計画における
交付対象事業の名称

担当課名

事業の概要 事業の実績等に係る担当
課による自己評価

○評価：1…予定どおりの執
行となった、意図した効果
が得られた場合など

○評価：2…予定どおりの執
行とはならなかった、意図し
た効果が得られなかった場
合など

左欄の自己評価に至った理
由や経緯（事業実施に際し
て発生した障害等）など

事業実施に際して工夫した
点など

より効果的な事業実施に向
けた改善点など

R6.1.22 R6.3.7

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金】令和５年度実施計画計上事業に係る実績等

64,915,451   64,915,451   64,915,451       

事業開始
年 月 日

事業完了
年 月 日

6
医療機関等物価高騰
対策支援事業

健康増進課

①物価高騰が続く中、国の定める診療報酬単価による経営を行っている医療
機関においては、エネルギー価格や食材料費等の高騰の影響を価格転嫁す
ることができず、経営が圧迫されている状況にある。患者や利用者等への安全
安心で質の高い医療サービスの提供体制の維持を目的に、市内医療機関に
対して支援（補助金の交付）を実施する。
②補助金、消耗品費、通信運搬費
③○補助金…64,891,000円
　　　 ・病院…51,000,000円（26,000,000円×1機関、25,000,000円×1機関）
　　　 ・診療所（有床）…891,000円×1機関＝891,000円
　 　　・診療所（無床）…200,000円×26機関＝5,200,000円
　 　　・歯科医院…200,000円×25機関＝5,000,000円
　 　　・薬局…100,000円×28機関＝2,800,000円
　　　※病院に対する補助額のうち電気料金及びガス料金に係るものについて
は、令和5年4月から9月の実績額と令和3年度の同月の実績額との比率の平
均値を上昇率とし、それを令和2年度（エネルギーの高騰の影響なし）の実績額
（年額）に乗じたものを高騰影響額として整理等をしたもの。また、病院及び有
床診療所に対する食材料費に係る補助額については、支援事業の標準として
国から示された内容（許可病床数×6,400円）を用いたて算定したもの。
　 ○消耗品費（コピー用紙）…1,919円
　 ○通信運搬費…（94円＋（84円×2回））×86通分＝22,532円
　 合計　64,915,451円
④市内医療機関…82機関（病院：2機関、診療所（有床）：1機関、診療所（無
床）：26機関、歯科医院：25機関、薬局：28機関）
⑤支援先医療機関（85機関）における原油等の物価高騰の影響の緩和（令和2
年度の経営状況と同等とすることを目指すもの。）

1

電気料金・ガス料金のエネ
ルギー価格や食材料費等
の高騰により逼迫した市内
医療機関に対して、交付金
を活用し支援することで、患
者や利用者に対する安全
安心で質の高い医療サービ
スの提供体制維持に資する
ことができた。

事業対象者と事前連絡を
とった。

 ―


